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不干渉原則とヴァッテルの権威

藤津 巌
第 1章 ヴァッテルの不干渉原則と国際法への影響
国家聞の不干渉原則(1)がヴァッテル (Emmerichde Vattel)によって最
初に定式化されたと指摘されることは多いω。しかし、ヴァッテルの干
渉に関する学説が、現代に至る国際法上の不干渉原則の発展に対して、
いかなる影響を与えたのか与えなかったのか、どのような経路や仕方で
影響を与えたのか、という点については、対立がある。 
(1) ここでは、一般にそう呼ばれているという限りにおいて、「原則 (princi-
ple)Jという表現を用いる。この「原則」という表現が、たとえば「規則」
と区別されるものとして特別の法的意義を持つというような合意は前提と
しない。不干渉「原則」という表現が特別の法的意義を持っかどうかは、
議論の前提ではなく、検討の結果として明らかになるものであろう。 
(2) Meinhard Schrるder，“Non-Intervention，Principle of，" in R.Bernhardt 
ed.，Encyclopedia of Public lnternational Law，vol.3，Amsterdam: Elsevier， 
1997，p. 620 ;松田竹男「現代国際法と内政不干渉の原則J(上)r科学と思想』 
53号(1984年)、 25頁;広部和也「内政不干渉義務の成立と変容Jr国際問題』 
318号 (1986年)、 5頁 ;P且 Winfield，“TheHistory of Intervention in In-
ternational Law，" Bri白;shYearbook of Internationa1Law，vol.3 (1922 
1923)，p. 133. R.J.Vincent，Noninterven的nand Internationa1Order，New 
]ersey: Princeton University Press，1974，p. 24-30 ;金東勲「国内問題・圏
内事項不干渉の原則」寺沢一、内田久司編『国際法の基本問題』有斐閣、 1986
年、 75頁。 CharlesG. Fenwick，“The Authority of Vattel Il"The Ameri二 
can Politica1Science Review，vol.8 (1914)，pp. 376，389-391. 
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第 1節 ヴァッテルの影響の肯定論
ヴアツテルの議論が、その後の学説や、条約に代表される実定国際法
に影響を与えたことを認め、かっその経緯を示そうと試みているのが、
カーティー (AnthonyCarty)である。彼は、その著書『国際法の衰退? 
(The Decay of International Law ? ) jの中の、「法学説、不干渉原則、そ
して国家実行」と題された章(3)において、不干渉原則の実効性の欠如に
ついて論じている。カーティーによれば、法源、国家人格の法的起源、
条約の拘束的性格、領域権原、そして武力行使と干渉に関する諸原則と
いった、現代国際法の諸基本概念の起源は、国家実行にではなく、学説 
(doctrine)に見出される。なぜなら、 18世紀においては、厳密な意味で
の実定諸規則は当時の仲裁の主題となっていた領域しかカバーしておら
ず、「学説、とりわけ18世紀半ば以降の教科書著作者たちは、国際司法
裁判所規程38条には載っていない影響力を有していた」のであるω。
当時このような大きな影響力を有していた学説は、国家聞の干渉の禁
止については、圏内における個人間関係からの囲内法類推に基づき、
「条約が中産階級世界の契約になり、それゆえ恒久的な国際秩序の中心
になるのとまさに同じく、諸国はまた、個人のように神聖な活動領域を
持たねばならない」と捉えた。具体的にはヴアツテルが、自然法論の伝
統に基づいて、「国際社会は、相互に閉鎖または封鎖された独立諸国家
から構成される」という多元主義的な国際社会観に基づいて不干渉を定
立した、「最初の多元主義者かつ不干渉の理論家」とされる(ヘ
カーテイ}は、ヴァッテルが定式化した干渉の禁止は、当時の国家実
行とはまったく一致しないものであったことに注意を促す。すなわち、
「ヴァッテルは、彼の定立した原則が、法律家であるか否かを問わず著 
(3) Anthony Carty，The Decay of International Law?: A Reappraisal of the 
Li切i白 ofLegal Imagination in International A血irs，Manchester: Man-
chester University Press，1986，pp. 87-107. 
(4) Ibid.，pp. 14-15.ただし、カーティーの言う国際法学者(internationallaw-
yers)は、アカデミックな国際法学者だけでなく、外交官や、外務省法律顧
1.20-2pp.，Ibid.問、国際裁判所の判事なども包摂する。 
(5) Ibid.，p. 89. 
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述家や政治家による国家実行のさらなる将来の批判の枠組みを提供した
がゆえにのみ、最初の理論家として理解されることができる」のであり、
「ヴアツテルもその『追随者たち』も、既存の法規則に順応応、するという
意識された義務ゆえに諸国が特定の仕方でで、行為すべきでで、あると主張しよ
うとはしなかつた」のでで、ある (ω6ω)
さらにカ一テイ一は、上述したような18世紀半ば以降における学説の
法的地位により、条約や慣習といった国家実行にもヴァッテルの多元主
義の枠組みが影響を与えていることを指摘している。「最初は学説によ
る、後には条約による干渉の禁止は、……囲内法類推のパターンに基づ
くものJ(7)であり、具体的には、条約や国連総会決議による不干渉原則
の規定をもたらしたのは、「諸主権国家の諸権限を定める国際法体系の
モデルJ8)であったと指摘されている。
このようにカーティーにおいては、ヴァッテルの時代にあっては、国
家実行とは独立に、学説自体が法源的地位に立って国際法を定式化する
ことが認められており、こうして学説が国際法に導入した不干渉原則
が、後には条約のような現代でも承認されている実定国際法源にも定着
したという仕方で、ヴァッテルは現代の不干渉原則の起源となったこと
が示唆されている。
第 2節 ヴァッテルの影響の否定論
カーティーと反対に、ロウ (VaughanLowe) (勺土、ヴァッテルの干渉に 
(6) Ibid. 
(7) Ibid.，p. 8. 
(8) Ibid.，p. 95. 
(9) ロウの論考は、狭い意味の国際法学者の学説と国家実行の議離だけでは
なく、国際裁判所の判決や国際組織の決議の内容と国家実行の希離を含め
ており、むしろ後者を中心に議論しているとも言えるが、前者も彼の議論
の枠組みに入っているので、ここで検討することは許されるであろう。 
in ，"The Principles of Non-Intervention: Use of Force ，“Vaughan Lowe
Vaughan Lowe and Colin Warbrick eds.，The United Nations and the Prin-
ciples of International Law: Essays in memory of Michael Akehurst，Lon-
don: Routledge，1994，p. 72. 
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ついての議論は、後の実定国際法において拒絶されたと考える。カー
ティーと同様にロウも、ヴァッテルが最初に不干渉原則を定立したこと
を認め、また、「主権平等と不干渉の双方ともに、いかに世界は適切に
秩序付けられるべきかについての把握からの抽象的推論により彼が導出
した諸原則である。それらは、今日実践されている(あるいは実証主義の
命ずるところに従って実践されるべき)仕方で国家実行から苦労して推論
された諸原則または諸規則ではない」と指摘し、ヴァッテルの不干渉原
則が国家実行から独立に定立されたものであることを承認する。
しかしロウは、ヴアツテルの議論は 19世紀以降の国家実行には法とし
て受容されなかったと捉えている。彼によれば、一方で19世紀前半の国
家実行においては、「重要な政治的価値の保護または増進のための干渉
が規範であった」のであり、不干渉原則や主権平等は受け入れられてい
なかった。他方で、 19世紀以降においては、ヴアツテルが認めていた例
外をも否定する極端な不干渉原則が国家実行上成立した。すなわち、
「国際法を創造する諸政府は、自らの立場を守ろうとし、不干渉原則は
より絶対的なものになり、対内的な政治的正統性の諸原則から切り離さ
れた。この分離がこの原則を定義する 20世紀の試みの支配的特徴であ
り、現代国際法における干渉の絶対的禁止の根拠を用意した」のであ
る(10)0
このように、ロウの理解においては、ヴァッテルの見解は19世紀以
降、国家実行によっては受け入れられなかったことになる。この見解の
背景には、ロウにおいて、学説の法的機能は、あくまで国家実行を基礎
に体系化を行うことにあり、国家実行と独立に定立された学説上の主張
は、国際法に対する影響力をもたないと考えられていることがあるよう
に思われる。ロウによれば、「諸規則は単純に国家実行から浮かび上が
るのではない。それらは実行から引き出される」。すなわち、「生の実行
は、諸国の従前の諸行為から派生する諸期待に順応するよう圧力をかけ
るに過ぎず、これら諸期待は混乱しかっ二律背反的かもしれない。法を
体系化する何らかの試みがなされるときにのみ、明瞭な形式で諸規則が
76-77.pp.，Ibid.。功 
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産出されるのである。諸規則の体系的集合体としての法は、それら規則
を分節化する作業を引き受ける法学者たち、諸国際組織、諸法廷の副産
物である」。生の実行からの国際法規則の体系化は、学説や裁判所など
によってなされるものであるω。
このことは、裏から言えば、ロウにおいて学説は、国家実行を前提し
それを体系化するという法的機能のみを有するのであり、カーティーに
おけるような国家実行から自立した法定立権能はもたないことを合意す
る。ロウによれば、ヴァッテルが国家実行に依拠せずに議論を構築でき
たのは、まだ当時においては、「国家実行に支えられずに主張されてい
る国際法諸原則をまる裸にする際における、同意(consent)の決定的役
割の最大限の潜在力は、本当には感得されなかったJ(12)からである。す
なわち、国際法の淵源は国家実行に表れる国家の同意であり、同意が存
在しないことが示されれば、主張されている国際法原則はその効力を否
定されることになる。ヴァッテルが国家実行に表れる同意を考慮せずに
国際法を論じることができたのは、ヴァッテルの時代にはこの点がそれ
ほど意識されていなかったからに過ぎないのである。
このように、学説の機能を国家実行の体系化に限定する立場からは、
ヴァッテルの主張が、条約や慣習といったその後の国家実行に受容され
たというカーティーのような見方が説得力を持たないであろうことは容
易に想像できる。
第 3節学説の法的機能
カーティーとロウは、後の国際法に対するヴアツテルの影響について
評価が分かれるわけだが、こうして見ると、両者の姿勢を分けているの
は、学説の法的機能の理解の相違であると考えることができる。
この両者の学説観の相違は、カーティー自身の最近の議論を用いるな
ら、「法学説(legaldoctrine) Jと「法教義学(legaldogmatics) Jの二つの
。1) Ibid.，p. 72. 
同ただしロウは、ょうやく 20世紀になって、脱植民地化の結果としてこの
点、が完全に感得されたとする。 Ibid.，p. 75. 
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学説の役割の区別に相当するように思われる (13)。
彼によれば、「法学説」とは、「意見、理論、またはテ}ゼ」であり、
その本質的要素は、「権威(authority)を有することが想定されている」
ことにある。すなわち、権威としての学説とは、法源それ自体ではない
が、自由かつ自発的に保持される意見として、受諾される蓋然性が高い
のである。この権威は、自然的正義に由来するとされ、法を自由に発達
させるために自然的正義や衡平などに自由に訴えることを法律家たちに
許容したが、自然法の崩壊とともに衰退した(凶。
他方、「法教義学」は、法源を含む法実証主義の諸前提の枠内で作業
するものであり、解釈の諸理論や体系化の諸方法を発達させる。これら
の理論は論理のみを用いて活動する必要はなく、社会で受け入れられて
いる現行法規範の体系に内在する諸価値を参照することは許される。
「法学説」と異なり、「法教義学Jはあらゆる実定法秩序の不可分の一
部をなす出)。
このようにカーティーは、自然的正義に基づく法学者の意見自体が法
Edinburgh: Edinburg ，Philosophy of International Law，AnthonyCarty。功 
University Press，2007，pp. 1-2. 
側近代初期における「通説」の地位については、ヤン・シュレーダー著、
石部雅亮編訳『トーピク・類推・衡平一法解釈方法論史の基本概念J信山
社、 2000年、 22-33頁を見よ。
同 カナリスによれば、法教義学の指標として、第一に法教義学は「実定法
に関わる特殊な効力・適用との関わり」を有すること、第二に、その際に
おいて現行法が拘束的であると原則として前提とされること、第三に、そ
の推論において特別の種類の方法的進行を有すること、すなわち決定の「特
殊『体系的(systematische).]または『理論的(theoretische).]論証を通じ
た根拠付け」を行うことを挙げている。したがって、いかにわずかであれ
一般的連関の中への編入や他の諸問題解決との首尾一貫性を問題とする論
証は法教義学であるが、純粋に個別事例にのみ関連した実用的衡量や単な
るトーピク的論証は法教義学ではない。 Claus-WilhelmCanaris，“Theo-
rienrezeption und Theorienstruktur，"in Hans G. Leser ed.，Wege zum ja-
panischen Recht: Festschri丘furZentaro Kitagawa zum 60. Geburtstag 
am 5. Apri11992，Berlin; Duncker & Humblot， 1992，pp. 74-77. 
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源に準じた法創造力・立法権能を有する権威としての学説と、実定法源
の枠内でその解釈や体系化を行う法教義学の二つの役割(16)を区別してい
る(口)。
この区分に照らせば、カーティーやロウの議論は、以下のようにまと
めることができるだろう。まず、カーティーは次のように主張している
ことになる。自然的正義などに基づく国際法学者の意見自体に、権威と
しての補助的な法源・立法権能= I法学説」としての役割が認められた
時代がかつてあり、その時代にヴアツテルによって初めて定式化された
同 これは、法学は意思か認識かという問題に連なるとも考えられる。ケル
ゼンは、「実証主義は、法学(Rechtswissenschaft)の法源(Rechtsquelle)と
しての特殊自然法的な把握を、断聞として拒絶する」と述べ、カーティー
の言う「法学説」としての機能を否定していると考えることができる。ケ
ルゼンは、法学は「あらゆる学問と同様に、諸価値(Werten)の認識(Erk-
enntnis)ではあるが、自ら諸価値を定めることはしない。諸規範を把握す
る(begreifen)ことはできるが、諸規範を定立する (setzen)ことはできない
のである」と指摘する。すなわち、「認識が、自然科学としては経験素材を
創造するのではなく感性によって認識に与えられた素材を特殊の対象に構
成できるだけであるのと同様に、認識は、法学としては、本来的に実質的
諸価値を創出する (erzeugen)ことはできず、諸意思(Willen)によって認識
に与えられた諸価値を特殊の対象、すなわち矛盾なき規範体系 (Normen-
system)に構成する (konstituieren)ことができるだけであるJoHans 
Kelsen，Die philosophischen Grundlagen der Naturrechtslehre und des 
Rechtspositivismus，Charlottenburg: Pan =Verlag Rolf Heise，1928，pp70-
71.ここでは、「法学説」が否定され、体系化を遂行する「法教義学」が認め
られていると考えられ、それぞれが「意思」と「認識」に対応させられて
いるとみることができる。
この問題が、主意主義と主知主義の対置といった、より大きな思想潮流
とどう関わるのかについて論ずる能力は筆者にはない。主意主義と主知主
義については、さしあたり、西平等「ヴアツテルの国際法秩序構想におけ
る意思概念の意義J r社会科学研究』第53巻 4号(2002年)、 205-211頁を見
よ。また、自然法論から歴史法学に受け継がれたとされる、主知主義的な
「法秩序既存の観念」について指摘するものとして、玉井克哉「ドイツ法
治国思想、の歴史的構造(二)Jr国家学会雑誌』第103巻1・12号(1990年)、 11-
17、24-26頁。 
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のが不干渉原則であった。この国際法上の不干渉原則は、その後条約や
慣習といった法源に定着し、「法学説」としての役割が失われた後も国
際法規範としての有効性は維持されている (18)o
他方、ロウの主張は、国際法学の役割を「法教義学」に限定するもの
であったと考えることができる。「法教義学Jは、法律や慣習法といっ
た実定法規範の存在を前提に、それら諸規範を体系化することを任務と
していた。したがって、ヴァッテルのように、「法教義学」の領分を越
えて、国家実行とは独立に国際法理論を構築した場合には、それが条約
や慣習といった国家実行に受容されることは難しく、実際にも受容され
なかった。
したがって問題は、国際法一般についてはともかく、少なくとも干渉
に関して、カーティーが言うように、ヴアツテルの学説が「権威」とし
て国際法を言明することが国際社会において承認されていた時代があっ
たのか否か、言い換えれば、干渉についての国際法の内容についての議
制 この区分は、名称は別にして、国際法学においてもしばしば指摘されて
きた。 AlfredVerdross. Die Einheit des rechtlichen Weltbildes: auf Grund-
lage der Vdlkerrechtsverfassung，Tiibingen: ].C.B. Mohr，1923，pp. 125-126; 
Albert Bleckmann，Die Funktionen der Lehre im Vdlkerrecht，Korn: Hey-
mann，1981，pp. 282-283，300.ジェニングスは、「既存法の諸証拠」と「新た
な国際法の創造の諸方式」としての学説(teachings，doctrine)を区別する。
そして、少なくともICJ規程38条の解釈としては、ある法とあるべき法を峻
別することが裁判所の権威に不可欠との立場から、学説および判決は、実
定法の証拠としての法的機能のみを有し、法源ではないとする。しかし彼
は、同時に「既知の法規則の新規でおそらくは予見されなかった諸事情へ
の適用は、創造的かっそれゆえ通常は予見不可能な判決を要求する。しか
し既存の法規則のこの種の拡張または推蔽は、明白かつ必然的に、司法裁
判所の送致(remit)の枠内に十分に入っている」と指摘している。これは判
決についての言明だが、同じ38条1項dに規定されている以上、学説につい
ても妥当するであろう。したがってジェニングスも、「法教義学」は認めて
いると考えることができる。 RobertJennings，"Reflections on the Subsidi-
Studi di Diritto In-in ，"ary Means for the Determination of Rules of Law 
ternazionaJe in onore di Gaetano Arangio-Ruiz，vol.1，Napoli: Editoriale 
Scientifica，2004，pp. 329-330. 
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論の様式として、ヴァッテルの学説を主張の根拠とすることが、国際関
係で行われていた時代があったのか否か、ということになるであろう。
そこで以下では、 19世紀前半の干渉に関する外交論争において、
ヴアツテルが言及されている事例を検討したい。
第 2章 ドヴェルニキ事件 (l'a妊airede Dwernicki) 
第 1節 ヴァッテルの議論
ヴァッテルが援用された外交論争を検討する前に、この論争で言及さ
同 国際法の様々な論点について、ヴアツテルの学説が、 18世紀以降の国際
法実践、とりわけ国際仲裁や囲内裁判例に大きな影響を有したことは、し
ばしば指摘される。柳原正治『ヴォルフの国際法理論J有斐閣、1998年、287-
289頁。 Johannes].Manz，Emer de Vattel: Versuch einer Wurdigung， Zu-
rich: Schulthess Polygraphischer Verlag，1971，pp. 168-176; Emmanuelle 
Jouannet，Emer de Vattel et lemergence doctrinale du droit international 
classique，Paris: A.Pedone，1998，p. 15，n. 2; Charles G. Fenwick，“The 
Authority of Vattel，" The American Political Science Review，vol.7 
(1913)，pp. 406-410; Edwin D. Dickinson，“Changing Concepts and the 
vol.26，American Journal of International Law，"Doctrine of Incorporation
(1932)，p. 259，n. 132; Stephane Beaulac，“Vattel's Doctrine on Territory 
Transfers in International Law and the Cession of Louisiana to the United 
，Louisiana Law Review，"States of America
したがって、この影響の現象面については争いがない。しかしその理論
的説明は必ずしも十分になされていないように思われる。ただし、フェン
ウイツクの表題に示されているように、これらの見解はヴァッテルの「権
威」を念頭に置いていると解釈することができる。そして、当初は法学説
の「権威」によって支えられていた国際法規則が、「諸国の一般的受容(gen司 
eral acceptance by nations) J (Fenwick，supra n. 2，p. 387.)によって、慣習
ないし条約として定着したと考えられているように思われる。ウェランは、
「後の時代に慣習的だと考えられた諸規則の多くは、以前には(自然法の参
照によって)定立され防御されたもの」で、二つの時代の聞には実質的連続
性があり、「最も知られた自然法論の文章であるヴアツテルの作品は、 19世
紀のかなりまで権威を担ったJとする。 FrederickG. Wh1elar1，恥悶 孔 
vol.63 (2003)，pp. 1329-1330. 
trine of the S凱ta拭teピ，"1昂丑訟旨討tωorヴyof PolitlC ，alThoughtヒ匂白佐民伽 vol.9 (1988)，pp. 62-63. 
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れることになるヴァッテルの見解について、あらかじめ確認しておこう。
問題の部分は、第 3巻第 8章第296節である。ここでは次のように述
べられている。
諸外国は、独立国家の対内統治に干渉すべきでない(第2巻第54節以
下)。不和が武器へと走らせた諸市民間や、君主とその臣民の聞を審
判(juger)するのは、諸外国ではない。二当事者は、諸外国にとって
同等に部外者であり、彼らの権威から同等に独立している。諸外国に
は、平和を再建するために周旋を介在させることが残されており、自
然法はそれを促している(第 2巻第 1章)。しかし、もし彼らの配慮が
実を結ばないのであれば、疑いなく、いかなる条約によっても縛られ
ていない諸外国は、自分自身の行動のために、原因の価値について自
分の判断をなし、自己の側に良き権利を保持しているようにみえる党
派を、その党派が支援を懇請するかまたは受諾する場合には、支援す
ることができる。諸外国がそうすることができるのは、言うなれば、
他国と戦争に突入する国の争論が正当だと思うのであれば当該争論に
与するのが自由であるのとまったく同じである。内戦によって分裂し
た国家の諸同盟国については、当該同盟国は、諸事情と組み合わされ
た諸取極めの性質の中に (dansla nature de leurs engagemens. combines 
avec les circonstances)、とるべき行為の諸規則を見出すであろう。
我々はほかの場所でこれについて扱った(第2巻第12章、特に196、197
節を見よ)(日)。
ここではまず、一国の対内統治への干渉の禁止という国際法に基づい
て、一国内の内戦(20)に際しでも他国はこの問題を権威的に判断すること
は許されず、周旋を申し出ることができるだけだとされている。しかし
引き続いてヴアツテルは、周旋が失敗した場合には、他国は良き権利を 
4的 E.de Vattel.Le droit des gens，ou principes de 1a 10i nature11e. appliq任 
es a 1aconduite et aux affaires des nations et des souverains. 1758. Re-
printed in Bu百'alo:William S. Hein & Co. Inc. 1995. livre II. chapitre 
XVIII. section 296. 
321 (10) 
〈論説〉
保持しているように見える一方当事者を支援できると述べている。彼に
よれば、これは、国家間の戦争において、交戦国の一方に与することが
自由なのと同じである。
このような、干渉の禁止から内戦における一方当事者への支援の許容
への論理展開については、もう少し説明が必要であろう。この点につい
ては、ヴァッテル自身が参照を求めている第 2巻第 4章54節以下で、議
論がなされている。そしてこの箇所は、一般に、ヴァッテルにおける不
干渉原則の萌芽として指摘される(副部分である。
ヴァッテルによれば、「諸国民(Nations)の自由と独立の明白な帰結
は、皆が自ら適当と判断するように自ら統治する権利を有し、なにもの
も、他者の統治に干渉する (semeler du Gouvernement)最小の権利もも
たないということである。一国民に帰属しうるすべての権利の中で、主
権は疑いなくもっとも価値あるものであり、当該国民に侵害(injure)を
なすことを欲しないなら、他者が最も注意深く尊重しなければならない
ものであるJ(22)。ここでは、 interventionという語は用いていないが、統
治に関する他国の決定の自由を妨害してはならないことが、国際法の原
則として定立されていると言うことができる。
この原則の具体的適用として、主権者=政府が臣民をいかに統治して
いるかについて、他国が審判したり強制したりすることはできない。す
なわち、主権者は国民が統治を委ねた者であり、主権者がその権力をど
う用いるかに直接の関心を有するのは、国民だけである。「それゆえ、
この主権者の行政を調査したり、その行為の裁判官に自らを任じたり、
行為を何も変更しないよう彼を強いたりすることは、いかなる外国にも
側 ヴァッテルは、「国家の中に、もはや主権者に従わずかっ彼に反抗するに
十分なほど強力になった党派が形成されるとき、また共和国においては、
国民が二つの対立する党派に分裂し双方ともついに武力に至るときJ、これ
を内戦(GuerreCivile)と呼ぶ。 Ibid.，livre II，chapitre XVIII，section 292. 
凶例えば、 Win五eld，supra n. 2，p. 133; Carty，supra n. 3，pp. 89-90; Lowe， 
supra n. 9，pp. 75-77; Vincent， supra n. 2，p. 30.ただし、第 1巻第 3章第37
節もしばしば挙げられる。 Schroder，supra n. 2，p. 620. 
section 54.，chapitre IV，livre I，n. 19supra，Vattel。功 
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帰属しないJ(お)0
こうして、統治に関する国民の自由および、その帰結としての主権者
=政府の統治の自由に対する妨害は、原則として国際法上禁じられるこ
ととなる(制。
しかし、ヴァッテルは例外的に干渉が正当化される場合も認めている
ように思われる。一つは、条約に基づく場合である(制。しかしここでの
検討との関係で重要なのは、もう一つの例外、すなわち「主権者とその
人民の紛争への参加(entrerdans la querelle d'un Souverain avec son peu-
ple)J(26)の許容で、ある。彼は、他国が内戦の一方当事者への支援するこ
とを国際法上認める。ヴァッテルによれば、「もし主権者が、諸基本法 
(Loix fondamentales)を侵し、彼に抵抗する正統な主題(legitimesujet)を
その人民に与えるなら、もし暴政が支持できないものとなり、国民を蜂
起させるなら、すべての外国は、彼に支援を要請する抑圧された人民
を、援助する権利を有するJ(ヘ主権者は、国民によって統治を委ねら
れた者であるが、その権力は基本法に従って行使されなければならな
い(制。基本法を侵害する主権者に対し国民は蜂起する根拠を有するので
あり (29)、他国は当該国民の抵抗を支援することができる (3ヘ
しかしヴァッテルは、単に抵抗する国民への支援を正当化するだけで
なく、さらに進んで次のように結論付ける。「ものごとが内戦に至る場
合には常に、諸外国は、両当事者のうち、正義に基づいていると当該諸
外国に見える側を、支援することができる」。彼によれば、暴君を支援
section 5.，chapitre IV，livre I，Ibid.。功 
凶 カーティーが注目するのは、この原則の定立という側面であり、ヴアツ
テルによるその限定は重視しない。 Carty，supra n. 3，p. 89.。5) Vattel， supra n. 19，livre I，chapitre IV，section 57.。6) Ibid.，livre I，chapitre IV，section 56. 
56.section，chapitre IV，livre I，Ibid.。カ 
(28) Ibid.，livre I，chapitre IV，section 46. 
1. section 5，chapitre IV，livre I，Ibid.(29) 
側 カーティーが不干渉原則自体に注目したのに対し、ロウがヴァッテルの
議論で注目するのは、不干渉原則を制限するこの援助権である。 Lowe，su-
pra n. 9，pp. 75-77. 
319 (12) 
〈論説〉
する者や、不正で反抗的な人民を支援する者は、疑いなく自己の責務 
(devoir)に反しているが、「主権者とその人民の聞の政治社会の紐帯は
断ち切られているか、少なくとも中断されているので、それらを二つの
別の国(deuxPuissances distinctes)とみなすことができる。そして、一方
も他方も、あらゆる外国の権威から独立しており、何者も彼らを審判す
る権利をもたない。彼らのそれぞれが理由(raison)を保持しうるのであ
り、彼らを支援する者のそれぞれが、自らは良き原因(bonneCause)を
支持していると考えうる」のである。その結果、「意思国際法に基づい
て、……両当事者は平等の権利をもつかのように行為することができ、
決着まではそれに応じて互いに扱わなければならないJ(31)。すなわち、
内戦において、主権者と人民は二つの独立国とみなされなければなら
ず、いずれに良き原因があるかについて判断する上位の権威は存在しな
い。その結果、意思国際法(却に基づいて、両当事者は平等の権利を有す
るかのごとく扱われるので、他国は、いずれの当事者を支援することも
許されるのである(制。
争時 Vattel， supra n. 19，livre IT，chapitre IV，section 56. 
同意思国際法については、柳原、前掲書(註18)、238-263頁を見よ。
同 ヴァッテルが不干渉原則の適用を大きく制限するこのような例外を認め
ている理由については、理論上はここで概観したように説明される。ただ
し、学説においては、この例外は、ヴアツテルの理論体系上の帰結である
というよりは、当時の国家実行を反映しているに過ぎないとの見解もある。 
Winfield，supra n. 2，p. 137; E. Reibstein，“Die Dialektik der souveranen 
Gleichheit bei Vattel."Zeitschr:段丘lTauslandisches ()ffentliches Recht und 
Volkerrecht，voL 19 (1958)，p. 625; D.G. Lang，Foreign Policy in the Early 
Republic: The Law of Nations and the Balance of Power，Baton Rouge: 
Louisiana State University Press，1985，p. 31; Stephane Beaulac， The 
Power of Language in the Making of International Law，Leiden/Boston: 
Martinus Nijho宜Publishers，2004，p. 151.ヴアツテル自身は、イギリス名誉
革命、オランダ独立戦争、ユグノー戦争などの先例に触れている。 Vatte!， 
supra n. 19，livre IT，chapitre IV，section 56. 
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第 2節 ドヴェルニキ事件における英填聞の論争 
1830年秋、当時ポーランド王位をロシア皇帝が兼ねていたポーランド
において反乱が発生し、反乱軍と鎮圧を図るロシア軍との間での戦闘が
始まった。内乱がなおも続いていた1831年 5月、叛徒側のドヴェルニキ
将軍率いる軍団が、ロシア軍に追われ、オーストリア領内に侵入した。
即座にロシア政府は、オーストリア政府に対して、当該軍団の引渡しを
要求した。交渉の結果、 ドヴェルニキ軍団の武器と馬匹のみをロシア側
に引渡し、兵員はロシアの費用負担の下で、オーストリア領内に抑留す
ることになった刷。
オーストリア政府による叛徒のこのような取り扱いに対して、英国政
府は、それが国際法に違反するとして抗議した。
第 1項英国法務官の見解
①ヴァッテルの援用
抗議に先立ち、英国外相はまずこの問題について法務官の意見を徴し
ている。質問は、「ポーランド、ロシア、オーストリアがそれぞれ相互
に立っている立場に鑑みると、ドヴェルニキ将軍の下の5，000人のポー
ランド人に関してオ}ストリア政府によって追求を意図されている手続
きの行程は、国際法(theLaw of Nations)に合致しないか否か、言い換え
れば、オーストリアは、ポーランド人を囚人(Prisoners)(紛として抑留し
彼らの武器と馬匹をロシアにヲ|き渡す権利を持つのか否か、あるいは、
ポーランド人は、その行軍において武装解除され護衛される以外の負担
はなしに、オーストリア領域の自由通行を請求する権利を持たないのか
否か」というものである(お)。
この質問に対して、法務官は、オーストリア政府の「そのような措置 
(34) Jan Andrzej Betley，Belgium and Poland in International Relations 
1830-1831，'s-Gravenhage: Mouton，1960，pp. 151-152. 
側	 ここで言うprisonerが、交戦法規の適用を前提とする捕虜を意味するの
か、単に記述的意味またはロシアないしポーランドの国内法上の概念とし
ての囚人を指すのかはよくわからない。前者だとすれば、この反乱におい
ては当事者間に交戦法規が適用されていたことになる。 
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は、関係諸当事者の一つを優遇する直接の干j adirect Interposition)で渉歩(句 
あり仏、主権者とその臣民の問の紛争における外国行為の行動を統制すべ
幻剖き諸原則 からのまつたくの逸脱である」と回答した(附(principles) の)37
注目すべきはその根拠でで、ある 法務官は次のように続ける。「ヴアツO
テルは言う(第 3巻、第四章、第296節)、『諸外国は、独立国家の国制上の
統治に干渉することはできない (arenot to interfere)。争っている市民間
や君主とその臣民間について審判するのは、諸外国ではない。諸外国に
とって、二当事者は同等に彼らの権威から独立している』と。それゆえ、
同一の主権者の下にあるが別の国家であり相互に独立しているロシアと
ポーランドに関するオーストリアの状況が中立(neutral)であれ受動的 
(passive)であれ、二交戦当事者にオーストリアが負う諸責務と諸義務に
はなんら違いはなく、オーストリアは、相互になんらの紐帯もないこつ
の交戦国の間で戦争が遂行されているかのように慎重に、いずれに対し
ても優遇を示すことを慎むべきであると、私は理解する」。もしオース
トリアが主張するような中立と受動的の区別を受け入れ、オーストリア
は単に受動的立場にあるのであって中立国としての義務を負わないとす
るなら、オーストリアは、武器や馬匹だけを引き渡し、兵員そのものは
引き渡さない理由はないはずである。というのは、「一方が、他方より
ももっと明瞭な干渉行為 (actof interference)であるということはない」
のである。したがって、オーストリア政府の行動は「国際法に照らして
正当化されることができず」、騒擾や無秩序を防ぐための一定の予防措
置の下で、 ドヴェルニキ軍団は自由通行の資格を与えられると結論付け
られる(制。
こうして法務官は、ヴアツテルが述べるところの干渉を禁じる国際法
の諸原則を根拠に、オーストリアの行動は国際法に違反すると判断した。
②先例と条約
法務官の回答に対し、外相からはさらなる諮問が法務官になされた。
側 LordMcNair，Internationa1Law Opinions，vol.2，Peace，Cambridge: 
Cambridge University Press，1956，p. 337. 
338.p.，Ibid.。カ 
(38) Ibid.，pp. 337-338. 
316 (15) 
不干渉原則とヴアツテルの権威
今回の諮問は、オーストリアによる武装解除と兵員の抑留に関するより
詳しい回答を求めるものであった。この諮問において注目すべきは、こ
れら質問を考慮する際において、先例と条約について検討するよう指示
されている点でで、ある(ω39ω)鈎制 
まずず、、先例については、 11828年にドンミゲル軍によってスペイン領
域に追いやられ、スペイン当局によって武装解除されたがフランスと英
国への出立を許され、その武器は……ドンミゲル政府に引き渡された、
ポルトガルの立憲派軍隊の事件を念頭に置く」ことが指示されていG(40) 0 
つまり、ここで外相は、国際法上の問題への回答に際しては、ポルトガ
ルの内乱における国家実行上の先例を考慮すべきことを指摘していると
解釈することができる。
この先例の問題について、法務官は次のよう釈明した。「私に提起さ
れた質問を考慮する際において、私は、 1828年にスペインに追いやられ
たポルトガルの立憲派軍隊の事件を看過してきたわけではない。しか
し、私は、この時に実際になされたことについてなんらの正確な報告も
発見することができていない。もちろん、武器のポルトガル政府への引
渡しの要請がなされたようではある。しかし、要請がなされた諸根拠
や、実際に要請が遵守されたのか否か、私は確かめる術を持たない。そ
して、これらの詳細および、条約や相互了解によって結び付けられたポ
ルトガルとスペインのお互いに対する相対的状況について知らされない
限り、私は、その事件が今回に厳密な類比(analogy)を有するか否かに
ついてあえて意見の提出を冒すことはできなかった。それゆえ私は、国
際法についての著述家たち、とりわけヴアツテルによってその第三巻に
おいて定められた(laiddown)諸一般原則(generalprinciples)に照らして、
私の意見を作り上げたJ(41)。法務官は、国際法問題の検討において、国
家実行上の先例を考慮する必要は認めている。しかし、今回の事例にお
いては、先例についての正確な情報が得られていないため、学説が述べ 
(39) Ibid.，p. 338. 
Ibid.倍。 
併時 Ibid.，pp. 338-339. 
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る国際法の諸原則に依拠して回答したわけである。
他方、条約については、「逃亡兵(Deserters)の相互的引渡しのために
オーストリアとロシアの間で1815年6月に締結され、もじかすると事件
に影響があると認定されるかもしれない条約」に注意を向けるよう指示
された。この条約について法務官は、「いかなる仕方でも、ポ}ランド
軍は逃亡兵の定義には収まらないので、質問に影響を与えるとは私には
思えない」と回答した(必)0
こうして、外相による再諮問や法務官の回答からは、学説だけでな
く、先例と条約も、国際法の根拠となることが認められていると言うこ
とができる。両者の内容が対立する場合いずれが優先するかについては
必ずしも明瞭ではない。しかし、先例についての情報が十分でないので
ヴァッテルの一般原則に依拠して回答したとの釈明からは、まず最初に
検討されるべきは国家実行上の先例および条約であるとの理解が示され
ていると考えることもできるだろう。
第 2項英国の抗議
この法務官の回答を基礎に、英国外相パーマストン (Palmerston)は、
ウィーン駐在英国大使カウリー (Cowley)に対し、オーストリア政府への
英国の見解の提示を訓令した(制。
パーマストンは英国がこのような働きかけを行う根拠を、 ドヴェルニ
キ軍団の取り扱いを指示するオーストリア政府から現地当局への訓令
が、「ヨーロッパの一般利益(thegeneral Interests of Europe)に高度の重
要性を有する諸原則(Principles)を含む」ことに求めている。すなわち、
英国の意見表明は、「あらゆるヨーロッパの重要なやり取りについて英
国政府が必然的に持たねばならない一般利益から生じるJものとされて
いる。問題自体の当事者はオーストリアとロシア、ポーランドに限られ
るが、オーストリアの具体的行動が前提としている「諸原則」が、ヨー 
(42) Ibid.，p. 339. 
事功	 Pa1merston to Cowley，June 19，1831，FO 7/226，The Nationa1Archives， 
Kew. 
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ロッパの一般利益に関わる点に、英国の行動の根拠が求められていると
解釈することができょう。
そしてもちろん、ここで問題とされている諸原則とは、学説が提示す
る国際法の諸原則である。すなわち、「オーストリア政府は、争い得な
い命題として、中立とは関係であり、双方について政治的独立が公式か
っ正統に承認されてきた二つの国家 (States)の間以外では、ある国 (a 
Country)はその関係に立つことができないことを前提としてきている。
この命題については、国際法のいかなる定評ある著作者 (acknowledged 
writer)の中にも、なんらの権威 (Authority)も発見されることができな
いことが理解される」のである。ここにおいて、国際法については著名
な学者の見解に「権威」があることが明示されている。
このような学説の権威を前提に、今回の叛徒の処遇問題については、
法務官の見解に即して議論が展開される。オーストリアが前提とする命
題からは、必然的な帰結として、「ある人民 (aPeople)が、独立国家とし
てほかの諸国から公式に承認されるまでは、当該人民はなんらの公的権
利も持たず、他の諸政府は当該人民に対していかなる公的義務も持たな
いことに、簡潔に言えば、国際法は当該人民に適用がないことになる」。
しかし、「ヴアツテルは、第 3巻、第四章、第296節で言う、『諸外国は、
独立国家の対内諸事項に干渉(interfere)すべきでない。争っている市民
間や主権者とその臣民間について審判するのは、諸外国ではない。諸外
国にとって、二当事者は同等に部外者であり、同等に彼らの権威から独
立している』と。それゆえ、双方とも同一の主権者の下にあるが別の国
家であり相互に独立しているロシアおよびポーランドに関するオースト
リアの状況が、中立であれ受動的であれ、その区別は、オーストリアが
二交戦当事者に対して負う諸責務と諸義務に違いを生まず、オーストリ
ア政府は、相互になんらの紐帯もない二つの交戦国の聞で、戦争が遂行さ
れているかのように慎重に、いずれに対しても優遇を示すことを慎むべ
きであるようにみえる」。ヴァッテルの定立する国際法に従うなら、
オーストリア政府は、両者を平等に扱い、いずれか一方を優遇すること
は禁じられるのである。
このような、「この、国際法の承認された諸原則およびそれらから帰 
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結してきた実行(Practice)の見方」をとれば、ポーランド軍団に対する
オーストリアの行動は、「不幸にもロシアとポーランドの聞に存続する
戦争に参加しないと公言する国家の行動を統制すべき諸原則からのまっ
たくの逸脱であるようにみえる」とことになる。この部分では、「諸原
則」と「実行」が言及されている。これまでの検討から、諸原則がヴアツ
テルの権威に基づく国際法を意味することは明らかである。しかしそこ
から帰結する「実行」が何を指すのかは、特に説明されていない。すで
に検討したように、法務官の回答においては、ポルトガルの事件が何ら
かの意味で先例となるかどうかは判断が留保されており、この訓令で
は、国家実行上の先例については一切言及がない。したがってここで
は、具体的な事例が念頭に置かれてはいないが、議論を補強するために
一般的に実行について言及されているように思われる。いずれにせよ、
実行に言及されていることは、国際法が、学説の権威だけでなく、実行
によっても根拠付けられうることを承認するものと考えることが許され
よう。
第 3項 ヴァッテルの権威に対する疑惑
①メッテルニヒの見解
ウィーン駐在のカウリーは、即座にこの訓令を実行し、オーストリア
宰相メッテルニヒ (Metternich)と会見して英国政府の見解を示した(叫。
しかし、メッテルニヒから英国の主張する諸原則の黙認に類するものを
引き出すことはできなかった。
本稿の主題との関係で、カウリーが報告するメッテルニヒの反応にお
いて注目すべきは、彼が学説の権威を疑問視している点である。メッテ
ルニヒはまず、「ロシア皇帝はすべてのヨーロッパ諸国によってポーラ
ンド王として承認されているので、現状においてポーランドは独立して
いるとみなされる資格があると認めることはできない」として、ポーラ
ンドが独立国家であるとする英国の見解に反論した。ドヴェルニキ軍団 
(4) Cowley to Palmerston，July 2，1831，FO 7/229，The National Archives， 
Kew. 
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の処遇については、「オーストリアが何らかの国際法の違反で非難され
うることが正当である」ことを否認した。カウリーの報告によれば、そ
の際メッテルニヒは、「この革命の時代に(inthese revolutionary times) 
に生じうるすべての事件において、ヴァッテルが完全に確かな権威(a 
perfectly safe authority)とみなされることができるかどうか、疑念を示
した」のである。すなわちメッテルニヒは、オーストリアは国際法に違
反していないと主張したが、その見解は、英国が依拠するヴアツテルの
見解の権威を認めた上でその解釈の妥当性を争うことに基づくというよ
りも、ヴァッテルの権威そのものを疑問視し、その結果ヴァッテルを根
拠とする議論の様式自体を否定することに依拠するものと解釈すること
ができる。
ここでメッテルニヒが疑問視しているのが、ヴァッテルの権威に基づ
く議論であるのか、誰であれ学説の権威に基づく議論様式一般であるの
かは、必ずしも明瞭ではない。しかし、ポーランドの地位についての主
張が、すべてのヨーロッパ諸国の「承認」を根拠としていることや、
ヴァッテルを疑問視する根拠が、「革命の時代Jという国際社会の現実
に求められていることからは、メッテルニヒが疑っているのは、ヴアツ
テル個人の権威であるよりもむしろ、現実の諸国の意思や行動に基づか
ない、学説の権威に基づく国際法の議論一般であるようにも思われる。
ただし、メッテルニヒは会見においてこの点についてそれ以上論を進
めることはせず、「しかしながら問題全体は非常に重要で、非常に多く
の深刻な考慮を含んでいる」ので、オーストリアの行動が完全に正当化
されるものであったことを証明するために、文書でで、回答することを約束
した(凶45ω)必削 
②オ一ストリア政府の覚書
オーストリア政府は、英国の抗議に対応するために覚書を作成した。
同 メッテルニヒは、 6月27日付の駐仏大使への書簡で、「私はいい回答を見
つけるだろうし、それを作成するのは難しくないだろう」と記している。 
Metternich an Apponyi，27 juin，1831，in Richard Metternich-Winneburg 
ed.，Aus Metternich'snachgelassenen Papieren，Wien: Wilhelm Braumu・ 
ler，1880-1884，voL 5，p. 139. 
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この覚書は、ヴァッテルの権威を直接争うことはせず、英国の議論の土
俵に乗った上で、ヴアツテルの解釈を争うという構成をとっている。し
かし、ここでも、ヴアツテルの権威に対する疑念がほのめかされている。
覚書はまず、 ドヴェルニキ軍団に対するオーストリア政府の措置につ
いて、「この際に、国際法と最も著名な著述家たちの権威(l'autorite)に
よって裁可された中立法をオーストリアが侵害したJと主張されており、
「我々に浴びせようと欲するこの批判の支えとしてヴァッテルの一節
(国際法、第 3巻、第18章、第296節)を引用している」と述べた上で、
「我々が争う気などはないこの一節の価値(merit)がいかなるものであ
ろうとも、オーストリアにこの節を主張することはできない。オースト
リアは、ロシアであれポーランドであれその対内統治に干渉する (s'ing-
erer)とも、いずれかに対して自己の権威を行使するとも、主張したこ
とは決してないのである」と指摘している刷。
ここでは、「争う気などない」とはしながらも、やはり、ヴァッテル
の学説の価値に対する疑義を暗示していると考えることができょう。
「国際法と最も著名な著述家たちの権威」という表現もまた、国際法と
学説を区別し、学説は国際法そのものではないという見方を窺わせるも
のである。
また、 ドヴェルニキ軍団の武器や馬匹をロシアに引き渡した行為は、
そもそも干渉ではないとされている点も注意すべきである。問題の行為
は、干渉に関する国際法規範に基づいて評価されるべき行為ではないこ
とが示唆されているのである。
第4項 ヴァッテルに基づく反論
①ヴァッテルの権威の受諾
オーストリア政府の覚書は、ヴァッテルの権威や、干渉についての国
際法が適用される事例か否かについては、それ以上深く追求することは
同 Memorandum， 6 juilet 1831， in Theodor Schiemann， Geschichte 
Russlands unter Kaiser Nikolaus 1，vol.3，Berlin: Georg Reimer，1913，p. 
466.強調部分は、原文隔字体で、以下の引用部分でも同じ。 
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していない。むしろヴァッテルの権威を一応前提とし、また英国が依拠
した一節の適用をも受け入れた上で、次のように英国に反論する。「し
かし、ここで問題となっている問いに直接関係するのは、我々に対して
論拠にできると信じられている同じ節の、第二部分である。ここで
ヴァッテルは、彼の最初の観察に次のように付け加えている。『疑いな
く、いかなる条約によっても縛られていない諸国家は、自分自身の行動
のために、原因の価値について自分の判断をなし、自己の側に良き権利
-・・・・・・・・・・・. . . . . . . . 
を保持しているようにみえる党派を支援することができる。……諸国家
がそうすることができるのは、他国と戦争に突入する国の争論が正当だ
と思うのであれば当該争論に与するのが自由であるのとまったく同じで
ある。内戦によって分裂した国家の諸同盟国については、当該同盟国
は、諸事情と組み合わされた諸取極めの性質の中に、とるべき行為の諸
規則を見出すであろう』。これらの学説に従って、ロシアと反乱ポーラ
ンド人の間でのオーストリアの状況はどのようなものであったのか、そ
してどのようなものであるのか、検討しよう J(4九英国が引用した部分
の直後の一節を前提に、オーストリアは自己の行動の正当化を試みるの
である。
覚書の結論はこうである。「ヴァッテルは言う。『内戦によって分裂し
た国家の諸同盟国について言えば、当該同盟国は、諸事情と組み合わさ
れた諸取極めの性質の中に、とるべき行動の諸規則を見出すであろう』
と。ドヴェルニキ事件およびポーランドの反乱に関するその行程の全体
において、一政府が存在しうる最も困難かつ微妙な立場において、オー
ストリがかくも賢明かっ信義をもって、英国政府により引用された著述
家の助言を充足したことを、見識ある公正な者の誰があえて否認するこ
とがあろうかJC必)。まず、ヴァッテルの見解が、国際法としてではなく
「著述家の助言」と表記されている点に注目すべきであろう。ここでも、
ヴァッテルの学説は、「助言」であって、国際法自体ではないとの含み
が読み取りうるのである。
466-467.pp.，Ibid.性カ 
併8) Ibid.，p. 469. 
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結論の実質について言えば、正当化の直接的な根拠は、「諸取極め」
と「諸事情」、特に後者に求められている。そこで以下では、その内容
をもう少し詳しく見てみよう。
②同盟・条約と他の諸考慮
覚書によれば、ロシアとオーストリアは同盟国であり、さらに旧ポー
ランド領を処理する諸条約によってポーランドに関するあらゆる事項に
おいて、両国の諸権利と諸利益は結びついている。したがって、オース
トリアは、自らの軍事力をロシアの軍事力に合流させることによって、
「いかなる国際法の原則も侵害することなく、またいかなる著述家の非
難も浴びることなく『自己の側に良き権利を保持しているようにみえる
党派』を支援することもできたJ(49)。つまり、ヴァッテルの見解に従え
ば、オーストリアはロシアを支援して内戦に直接参加することも可能で
あったことが指摘されている。また、ここでも「国際法の原則」と「著
述家」を区別する表現が用いられていることに注意すべきである。
しかしオーストリア政府は、それに劣らず重大な他の諸考慮に鑑み
て、内戦に参加しないことに決定したのであり、「それ以降、交戦諸当
事者に対してとるべきと考える態度を、まったき自由において定めるの
は、オーストリアである。オーストリアは、本来の中立の体系を選ぶこ
ともできた。また交戦国の路線と厳密な中立国の路線の間の中間的路線
をとることもできた」。そして「この問題において、オーストリアは自
己の固有の諸利益と自己の固有の諸政治原則にのみ従わなければならな
ぃJC5ω
ところで、オーストリア政府の見解では、中立は公式の宣言で設定さ
れねばならず、「第三国のまさに国境で行われている流血の戦争におい
ては、当該国の中立は推定されることはない」。中立が「効果を生じる
ためには、その維持と諸特典を請求することが交戦両当事者に許容され
るためには、明瞭かつ多かれ少なかれ義務的な文言で、はっきりと陳述
されなければならない」。しかし今回オーストリアはそのような宣言は
性骨 Ibid. p. 467. 
(50) Ibid. 
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発していないので、中立国ではない。オーストリアは、「すべての諸事
情に優越する人道の諸責務を除けば、ポーランドに対してなんら義務付
けられていないJ5九
③正統性原則の実践
オーストリアが中立を宣言しなかった理由は、正統性原則にある。
「当政府は、正統主権者とその臣民が同等のものとして扱われうること
を認めない。そして、反乱は権利を構成することはできず、その実力が
いかなるものであれ合法的存在の権原を持たないものに対して諸義務を
負うことは不可能であるという原則から出発すれば、当政府は必然的
に、中立宣言は重大な変則であるのみならず社会秩序を破壊する行為で
あるとみなさざるをえない」のである。「オーストリア政府はこの体系
を変わらず支持してきた」のであり、 i1823年と 1824年、降って1826年
と1827年における、諸同盟宮廷とりわけロンドンの宮廷とやりとりが、
その豊かな証拠を提供してきた」のである。他の諸政府は正統性とは異
なる「諸原理(maximes) Jに従ってきており、オーストリアはこのこと
に不服を言う権利はないが、他国もオーストリアの「判断の自由と歩み
の独立」を拒否すべきではない (52)。
④受動的姿勢
こうして、一方ではポーランド人に武力を用いることを欲さず、他方
では自己の諸原理およびロシアに対する責務とさえ両立しない中立を公
言することもできない結果「オーストリアには、中間的態度に自らを位
置づけることしか残されなかった。これは、自認された義務的な中立と
は本質的に異なることがよく理解されさえするなら、事実上の中立と呼
ぶことができる」。この「事実上の中立」ないし「受動的姿勢(l'attitude 
passive)Jは、「戦争への不参加(non-participationa laguerre) Jを意味す
るに過ぎず、オーストリア政府は、「交戦国のいずれかがこの地位から
引き出すことのできる利益を、好みのままに拡大しまたは制限する」こ
とができる(則。したがって、 ドヴェルニキ軍団の処遇においてロシアを 
(51) Ibid.，pp. 467-468. 
(52) Ibid.，p. 468. 
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優遇することは正当化される。
もちろん、オーストリアは、武器や馬匹だけでなく、兵員もロシアに
返還する権利を有していたし、「そのように行動すれば、ウィーン宮廷
とロシア皇帝すなわちポーランド王との間で今日まで効力を有する交換
協定(cartel)に厳密に従うことにさえなったであろう」。しかし、重大な
諸考慮によって、オーストリアはこれら取極めを文字通り実施すること
を控えたのである。この点について不平を言う権利があるのはロシア政
府のみであり、ポーランド人ではない。オーストリアは、ポーランド人
に対して、人道が要求するあらゆることを遵守してきたのである刷。
①小括
オーストリアは、ロシアとの諸条約や、正統性原則についての従来の
実践に基づき、ロシアを支援する権利と中立の否認を根拠付けつつ、
ポーランド人についての人道上の考慮によって、ロシア側に立った軍隊
による内戦への参加に至らない受動的姿勢を法的に論証したと言うこと
ができる。
ここで注意すべきは、この結論においては、ヴァッテルの見解とは
まったく異なる主張が導き出されている点である。ヴァッテルは、一方
当事者を支援して自らも交戦国となるか、あるいは中立を選択するかと
いうこつの地位しか認めていない。オーストリアがここで主張する、
「受動的姿勢」ないし「事実上の中立」という国際法概念(55)は、ヴアツ
テルには見出されないのである(日)。実際、ヴアツテルに依拠した英国の
事功 Ibid. 
(54) Ibid.，pp. 468-469. 
同 また、受動的姿勢の観念は、既にギリシア独立戦争に際して、メッテル
ニヒによって主張されていることが確認できる。 HistorischeDarstellung 
der orientalischen Frage，eine Denkschrift Metternich's，in Metternich，su-
pra n. 45，vol.4，p. 289. 
同	 中立義務の違反が交戦当事国によって寛恕される場合があることや、既
存の条約に基づいて一方交戦当事国を優遇することは中立には違反しない
ことは、指摘されている。しかし、これは中立と区別される法的地位では
ない。前者は中立違反であり、後者は中立国の枠内の行為である。 Vattel， 
supra n. 19，livre II，chapitre VII，section 104，105，118. 
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議論の結論は、オーストリアが主張する受動的姿勢と中立の聞には、法
的効果において違いはなく、いずれにせよ中立法が適用されるというも
のであった。つまり、オーストリアは、ヴァッテルの権威を一応出発点
としてはいるが、最終的な国際法上の主張は、ヴァッテルには存在しな
いものとなっている。
そして、この「受動的姿勢」の根拠は、条約関係や1820年代以降の正
統性原則の実践という先例に求められていたのである。オーストリア
は、英国が提起したヴァッテルの学説自体を逆手にとって、自国の行動
を正当化した。具体的には、「諸事情」というヴァッテルの文言が根拠
とされていた。しかし、この「諸事情」という文言を通じて、実際の行
為規則の内容は、現実の国際関係上の考慮に送致されている。しかも、
この考慮要素として国益や国家政策が強調されているのは確かである
が、単なるその時々の政策判断を超える国家実行上の原理の存在も示唆
されている。すなわち、内乱に対する中立義務の否定の決定的根拠は、 
1820年代におけるオーストリア政府の正統性原則の実践に求められてい
たが、その際の英国との議論の対立に言及されているように、この原則
は、一国の単なる政策原則ではなく、諸国が従うべき国際法規範につい
ての国家実行を暗示していると考えることが不可能ではない。
第 3節小括
ドヴェルニキ事件における英填聞の論争(57)からは、干渉の問題に関し
ては、既に 1830年代初頭において、ヴァッテルの権威、ひいては学説に
基づく国際法の論証という議論の様式の妥当性そのものが争われていた
ことが窺える。確かに、論争を仕掛けた英国は、ヴァッテルの権威を前
提に議論を構築していた。しかし、法務官への諮問におけるポルトガル
の先例や塊露間の引渡し条約についての議論や、カウリーへの訓令にお
ける「実行」への言及は、英国側でさえも、学説の権威のみで国際法を
基礎付けることには跨賭があったことを示唆するように思われる。
オーストリアに関して言えば、会見においては明示的に、覚書におい
ては少なくとも黙示的に、ヴァッテルを初めとする学説の権威そのもの
に対する疑惑が示唆されていた。さらに、ヴアツテルに依拠した覚書の 
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反論も、一方では「諸取極め」を捉えてロシアとの条約関係が検討され、
他方では「諸事情」の語を介して、当時の国際関係における国家実行上
の先例に基礎付けられていたと解釈することができるのである。
結局、この事件においては、オーストリアの側も学説の権威を正面か
ら否認することは回避しているが、英国の側も条約と国家実行に基づく
議論を無視し得ないものと捉えていたと言える。
第 3章ベルリン条約とフランスの抗議
ドヴェルニキ事件においてオーストリア政府は、ヴァッテルを干渉に
ついての国際法の権威としてオーストリアへの批判を構成した英国に対
して、そもそもヴァッテルの学説の権威に基づく議論の様式に疑問を呈
していた。さらに、ヴァッテルの権威を一応前提とした英国への反論に
制 マクネアは、上述した二つの法務官文書が、「当時において、『第三国』
は反乱に対して中立の態度を採用する義務の下にあったことを示すように
みえる」とし、続けて「交戦団体承認とその諸効果の把握はまだ現出して
いなかったJと述べている。 McNair，supra n. 36，p. 337. 
しかし、ここで検討したように、オーストリア政府は英国の主張を否認
していたのであり、不干渉原則の結果内乱に対して中立義務が課されると
の理解が諸国に共有されていたとは言えない。また、ヴァッテルの解釈と
しても、法務官の見解がメッテルニヒの理解よりも説得的とは必ずしも言
えないだ、ろう。
他方、この事件で、交戦団体承認という文言が主張された形跡がないの
は、マクネアの言うとおりである。ヨーロッパで交戦団体承認が実際に行
われたのは、ドヴェルニキ事件に先立つ1820年代のギリシア独立戦争を
もってその塙矢とするとされる。 ConstantinTh. Eustathiades，"La premie-
re application en Europe de la reconnaissance de belligerence pendant la 
tudes de droit interna開'ein Recueil d，"guerre d'independance de la Grece 
tional en hommage aPaul Guggenheim，Geneve: Imprimerie de la Tribune 
de Geneve，1968，pp，22-43.ただし、オーストリア政府の見解では、内戦に
関しては、中立を宣言しない限り中立法は適用されないとされており、交
戦団体承認という文言を用いていないだけで、実質的に同じことが主張さ
れていると考えることもできる。 
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おいても、オーストリアは、「諸取極め」と「諸事情Jに行為規則を見
出すべきとするヴアツテルの文言を捉えて、実質的には、ロシアとの条
約や、正統性原則についての自国の一貫した実行を根拠とする議論を展
開していたと考えることができた。
ただし、オーストリアの疑惑がいかなるものであったにせよ、少なく
とも形式的には、ヴアツテルの権威に基づき、ヴァッテルの解釈を争う
という議論の様式がとられていたのも事実である。
ところが、わずか二年後に国際法上の干渉権について戦わされた外交
論争においては、もはやそのような形式は見出されない。 1833年、オー
ストリア、ロシア、プロイセンの東方三大国は、正統性原則に基づく内
乱時における革命鎮圧のための干渉権を再確認したベルリン条約を締結
した。この条約をめぐってフランスとオーストリアの間でも干渉権をめ
ぐる論争が生じた。しかし、議論においては、双方とも、ヴァッテルを
含めいかなる学説にも依拠していないのである。以下、この点を確認し
たい。まずは、ベルリン条約の内容について概観しておこう。
第 1節ベルリン条約
①目的
ベルリン条約の前文は次のように述べている。「オーストリア皇帝、
プロイセン国王、ロシア皇帝は、公法と諸条約、特に1815年の諸条約に
よって確立された事物の秩序が脅かされ続けている諸危険を同じように
考慮し、彼らの政治の不変の基礎を構成する保守の体系を強固なものと
することを一致して決意し、諸国の独立とヨーロッパの一般利益におい
てその独立から生じる諸権利の維持に政府間の相互援助が必要であると
深く確信し、共通の合意によって、この有益な目的を達成するために諸
締約国が決定した諸決意を公式の文書に記録することを取り決めたJC日)0
前文からは、条約の目的が「公法と諸条約」に基づく秩序の維持、具 
(58) Vertrag Oesterreichs，Preussens und Russlands，ddo.，Berlin，15. Octo-
ber，gegen die Nichtintervention，in Metternich，supra n. 45，vol.5，pp. 
526-527. 
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体的には諸国の「独立から生じる諸権利」の維持であることがわかる。
これら権利の基礎としての「諸条約Jの中核が、ナポレオン戦争の戦後
処理の諸条約であることは明示されている。「公法」が何を指すのかは
ここからははっきりしない。学説の権威に基づく国際法である可能性も
必ずしも排除さ止Lないが、慣行などに基づく国際法である可能性もある。
②主権者への援助権と共同行動
条約の主要条項は、第 1条と第 2条である(印)。第 1条は次のように定
める。
オーストリア、プロイセン、ロシアの宮廷は、すべての独立主権者 
Ctout Souverain independant)が、自己の国の対外的な諸危険と同様に
対内的な諸紛争 Ctroublesinterieurs)においても、自己を支援するのに
最も適していると当該主権者にみえる他の主権者に対して、援助を要
請する権利を有し、要請された独立主権者は自己の諸利益と諸都合に
従ってこの援助を与えることも拒否することもできることを承認する 
Creconnaissen t)。同様に、これらの宮廷は、この支援が与えられる場
合には、脅かされている国家によって依頼されても要請されてもいな
いいかなる国家も、要求され付与された支援を阻止するためまたは反
対の方向に行動するための干渉権を有しないことを承認する (60)
第 2条は次のように規定する。
オーストリア、プロイセン、およびロシアの三宮廷のうちの一宮廷
の実質的援助が要請され、かつ何らかの国が武力によって当該援助に
抵抗しようとする場合においては、三宮廷は、当該目的で企図される
あらゆる敵対行為を、三宮廷それぞれに対して向けられたものとみな
す。その際において三宮廷は、そのような攻撃を撃退するための最も
同ベルリン条約は 3カ条および条約に付属する分離条項から成るが、第 3
条は批准規定であり、分離条項は、条約の存在が秘密とされることを定め
ているに過ぎない。 Ibid.，pp. 527-528. 
527.p.，Ibid.倍。 
302 (29) 

不干渉原則とヴアツテルの権威
迅速な諸措置をとる(臼)0
第 1条では、前文に言う「事物の秩序」に対する「対外的な諸危険」
と「対内的な諸紛争」に対処するために、「すべての主権者jは他の主
権者に対して援助を要請する権利があること、要請された政府は援助を
与えるかどうか裁量を有すること、それ以外の第三国は、援助を阻害す
るための干渉権を持たないこと、の三点が規定されている。
第 2条は、第 1条の一般原則を前提に、締約国のいずれか一国に要請
された援助を、第三国が敵対行為によって妨害しようとする場合、この
敵対行為は三締約国すべてに向けられたものとみなされ、三国がこれに
対抗するため共同行動をとる義務を定めるものである。
③既存の国際法と条約の関係
ベルリン条約で注目すべきは、第 1条における、「すべての主権者」
という文言や、援助の妨害のための干渉権は存在しないという、締約国
以外の第三国の行為規範を定める規定の存在、さらには「承認する」と
いう文言である。これらの表現や規定ぶりは、当該条項の規定内容が、
単に締約国に限定されるものではなく、すべてのヨーロッパ諸国に妥当
するものであることを示していると解釈できる。この点は、第 2条との
比較からも確かめられよう。第 2条は協力義務を課しているが、主語は
「三宮廷」であり、締約国以外の行為を規律することを示唆する文言は
まったく見られない。つまり、締約国は、第 1条の規定内容が、条約加
盟国を越えて効力を有するのに対して、第 2条の内容はこの条約にのみ
根拠を有し締約国間のみに効力を有するに過ぎないので、別個の条項で
規定したと考えられるのである。
この点についてメッテルニヒは、条約締結後まもなく、次のように記
している。「現実には、主張されている不干渉原則は否定 (negation)でし
かなく、否定の肯定自体は公法に存在しない。実際、干渉権は、その行
使がすべての独立国家の自由な運動の帰結である権能の単なる行使以外
のものであろうか。同様に、ミュンヘングレッツで作成され10月15日に
制 Ibid. 
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ベルリンで署名された文書は、国際法の最も争い得ない諸規則の単純な
発表(expose)に決しているJ(ω。すなわち、締約国の認識では、この条
約は、「国際法J = I公法」上、既に存在する正統性原則に基づく干渉
権を再確認するに過ぎないものと位置づけられていると言えよう。メッ
テルニヒの見解では、むしろ「不干渉原則」が国際法上の根拠を欠いて
いるのである。
メッテルニヒによれば、さらにこの条約は、それに留まらず、フラン
ス政府が自国の影響力圏を主張することをも否定するものである。メッ
テルニヒは、「いずれにせよ、私は、フランス政府が今日、不干渉の問
題について論争を始めることを望んでいるとは思わない。もし私が誤っ
ていなければ、フランス政府は、本質的には同じ目的を目指す影響力範
囲(rayonsd'influence)という常套句に与するために、不干渉という常套
句を放棄した。……もしフランス政府が不干渉原則の放棄を貴君に認め
ざるを得ず、影響力範囲の原則をもってこれに代えようと欲したなら、
貴君はこれに耳を傾けず、実際にはマキャベリズムでしかない想像上の
範囲に頓着せずにあらゆる独立諸国家に適用されるべき最も完全な政治
的運動の自由を保護するという、貴君の宮廷の決意に立てこもるように
せよ」と駐仏代理大使に指示した(制。
このようにメッテルニヒは、干渉権が国際法であり、フランスの従前
の主張である不干渉原則や、同政府が新たに持ち出した影響力範囲の概
念は、国際法上の根拠がないとの見解を示していた。
他方で、ベテルスブルク駐在のフランス代理大使は、干渉権について
の三カ国の合意の試みを、「北方諸宮廷の目から見て、この重要な権利
の行使を将来において支配する新たな諸原則」の基礎を打ちたてようと
するものであり、「少なくとも三カ国に関する限り、ヨーロッパ公、法を
変更する」ものと報告している(制。つまり、フランス政府の側では、む
同 Metternichan Hugel in Paris (Geh. D. =A.)，Wien，22，October 1833，in 
ibid.，p. 524. 
8功 Ibid.，p. 525. 
(64) Extract of a Despatch from French Charge d'affaires at St.Petersburg， 
FO 27/468，The National Archives，Kew. 
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しろ干渉権を規定する三カ国の条約のほうが、新たな国際法の主張であ
ると捉えられていたことが窺える。
第2節 フランスとの論争
第 1項 フランス政府の留保
三カ国は、その後、ベルリン条約の締結をフランス政府に通知した。
これに対しフランス政府は、メッテルニヒが言うところの他の列強の干
渉を除外する「範囲(rayon)J(闘の主張を展開した。ここにおいて、フラ
ンスとオーストリアの間で、干渉権をめぐる論争が生じた。
オーストリア代理大使がフランス外相ブログリー(Ducde Broglie)に
条約締結について通知したところ、ブログリーは、武力干渉が生じた場
合において、すべての政府は、自己の尊厳と安全、および利益の正当な
考慮によって明示されるようにみえる政策路線を自由に採用できると自
らみなすであろう(耐と述べ、三カ国による武力干渉が発生した場合にお
ける、フランスの行動の自由を留保した。さらにその際、ブログリー
は、フランスはヨーロッパ全体に不干渉の教説を押し付ける意図はない
が、ベルギー、スイス、そしてピエモンテ(サルデイニア王国)への干渉
の試みに対しては、不干渉原則を遵守させるために戦うと宣言した(67)o
この「オーストリアによるピエモンテの諸事項への武力干渉にフラン
スは抵抗する」というフランス政府の宣言に対し、例えばプロイセン政
府は驚きと遺憾の意を示したが、ブログリーは、この宣言はなんら新し
い主張を含むものではなく、フランス政府は、「外国軍隊によるピエモ
ンテまたはスイスの占領を黙認しないことを、過去三年間一貫して宣言
してきた」と、英国大使に語った(68)。
制 Metternichan ApponyI， 30. Decembre 1833，in Metternich，supra n. 45， 
p.464. 
The National Ar-，FO 27/468，1833，4 November，Granvilleto Palmerston向。 
chives，Kew. 
制 SirCharles Webster，The Foreign Policy of Palmerston 1830-1841: Brit-
ain，The Liberal Movement and The Eastern Question，voL 1，London: G. 
Bell and Sons，L TD，1951，p. 363. 
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ここからは、フランス政府による上記三カ国についての不干渉原則の
主張が、自国の従来の宣言および、この宣言が他国にとっても既に公知
のものであるという、国家実行に置かれていることが窺える。
第 2項 メッテルニヒとの会見
ブログリー外相の回答のうち、ピエモンテについての言及部分をオー
ストリア代理大使が本国に報告しなかったため、両国政府の間でこの点
に関して議論が生じた(ω)。
フランス大使との会見(70)においてメッテルニヒは、スイスとベルギー
への干渉を宥恕しないというブログリーの宣言について、これが「公法
の諸原則」に合致することを認めた。彼によれば、「スイスは連邦国家
であり、自身の中に保存に備える手段を有しているし、また有している
べきである。その上、ヨーロッパのすべての国によって中立が承認され
ている。ベルギーの中立も同様であり、この二国共通の事情が、不干渉
についてのブログリー公の教説を完全に正当化する例外的事例に、両国
を位置づけることとなる」。すなわちメッテルニヒは、スイスとベル
ギーは中立が承認されているがゆえに、例外的に不干渉原則が妥当する
のであり、その他の国についてはベルリン条約が規定する干渉権につい
ての原則が適用されるとの見解を示した。すべての国による両国の中立
の承認が、両国への不干渉が「公法の諸原則」に合致する理由とされて
いるという事実から、ここでの「公法」とは、諸国の承認や同意という
国家実行に基づくものと理解されていると解釈することができるように
思われる。
この発言に対しフランス大使は、ブログリーの宣言のより直接的な根
事司 Granville to Palmerston，22 November，1833，FO 27/468，The National 
Archives，Kew. 
側 Webster，supra n. 67，pp. 363-364.また、 Comtede Sainte-Aulaire，Sou-
venirs (Vienne，1832-1844)，Paris: Calmann-Levy，Editeurs，1927，pp. 72 
89.も見よ 0 
(70) St.Aulaire to Broglie，20 November，1833，FO 27/468，The National Ar-
chives，Kew. 
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拠は、「問題の諸国の領域的位置 (positionterritoriale)であり、この位置
が、フランスの尊厳と安全の利益において、外国軍隊の行動を認めるこ
とをフランスに許さないであろう」と根拠を明確化している。さらに彼
は、メッテルニヒがピエモンテについて触れない点について問い質し、
パリ駐在のオーストリア代理大使からの報告にはピエモンテについては
触れられていないとの返答を得ると、ブログリーが「常に、ピエモンテ
を、いかなる場合にも侵略を甘受しない神聖な領域とみなしてきた」点
を指摘し、「ピエモンテのオーストリア軍は、そこですぐさまフランス
軍に遭遇するであろう」と確言した。
そこでメッテルニヒは、「なにゆえにピエモンテは、援助のないまま、
叛徒 (Factieux)の企ての下で滅びるよう宣告されるのか。そのような非
常な運命を宣告するいかなる権利を、フランスは援用できるのか」と反
問した。フランス大使は、「貴国と同様、我々もこの固に特別の権利を
倍称するものではないJとしつつ、フランス政府にとっては、ピエモン
テへの干渉に対抗する場合の帰結のほうが当該干渉を容認する場合の帰
結よりもましであり、「何らかの理論からではなく、様々な危険の間の
この衡量からこそ、我々の決定が帰結するのである」とさらに反論した。
すなわち、一定の場合にオーストリアがあらゆる危険を冒しても干渉す
ることを欲することをフランスは理解するが、フランスもまた一定の場
合にはあらゆる危険を冒しでもオーストリアの干渉を撃退することを欲
することを、オーストリアは理解すべきなのである。
フランス大使のこの言に対して、メッテルニヒは、「貴国が、何年か
前に英国によって基礎付けられた干渉権についての公法の新たな体系 
(nouveau systeme de droit public)を放棄し、諸帝国の命運を決する最高
度の諸決断を、自分自身の保存の感情に再び結び付けるのであれば、私
は何も言うことはない」と述べ、議論を締めくくった。
このやりとりからは、まず、ドヴェルニキ事件よりも一層明瞭に、
オーストリア側の干渉権や国際法の観念が、国家の同意や行動といった
国家実行に基づくものであることを見て取ることができる。すなわち、
オーストリアは、英国が主張してきた「公法の新たな体系」としての不
干渉原則と、東方列強が実践してきた干渉権という国家実行上の対立を 
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前提に、今回のブログリーの宣言によってフランスは不干渉原則の立場
を放棄したとの理解を示しているように思われるのである。
他方でフランス大使の立場は、問題の諸国の領域的位置を強調するも
のであり、領域的地位によって他国の干渉が禁じられる根拠がどこにあ
るのかは必ずしも明らかではない。ただしここでも、外相がこれまでも
この点を主張してきたことが言及されており、英国大使へのブログリー
の説明と同様、フランス政府の意思とその諸外国への周知が少なくとも
ひとつの根拠となっていることは疑い得ないであろう。
第 3節小括
ドヴェルニキ事件と比較した場合の、ベルリン条約に関する以上の事
実関係の顕著な特徴は、今回の論争においては、ヴアツテルを含め学説
への言及が、まったく見出されないことである。
まずそもそも、干渉権について条約で規定するという企図自体が、国
際法の根拠は国家の合意であるとの認識を示していると考えることがで
きる。もちろん、締約国以外の国について規定しているという条約の内
容や、メッテルニヒの見解からは、この条約が新たな立法ではなく、既
存の国際法の確認であると理解されていたことが窺え、この既存の国際
法自体が国家実行に基礎を置くものと考えられていたか否かは必ずしも
明確ではない。ただし、 ドヴェルニキ事件において、正統性原則の実践
について言及されていたことを考え合わせれば、ここでの既存の国際法
は、正統性原則についてのこれまでの国家実行を根拠としていると解釈
することは可能だろう。
さらに、フランス政府の宣言をめぐる論争においても、学説への言及
は一切見られない。この論争で参照されていたのは、もっぱら、現実の
国家の行動や意思表明であった。具体的には、諸国による中立の承認
や、英国やフランスによる不干渉原則の主張の実践、フランス政府によ
るピエモンテ等に関する一貫した意思表明とその公知といった事情であ
る。
こうして、まがりなりにもヴアツテルの権威を前提としていたドヴェ
ルニキ事件よりも一層明瞭に、今回の論争からは、少なくとも干渉の国 
296 (35) 
不干渉原則とヴァッテルの権威
際法上の地位については、国家実行に基づいて根拠付けられるべきであ
るとの諸国の認識を窺うことができるのである。
第 4章結論
第 1項学説の権威の退潮
本稿では、ヴアツテルの影響についてのカーティーとロウの見解を出
発点に、ヴァッテルの影響を肯定する見方の前提となっていると考えら
れた、学説の「権威」に基づく議論様式が、干渉について妥当した時代
があったのか否か、そのような時代があったとして、どの程度の「権威」
が学説に認められていたのかを、検討した。
具体的には、 1830年代前半の干渉をめぐる外交論争を題材に、そこに
おいてヴアツテルがどのように扱われていたかを探究した。
検討の結果からは、次のように言うことができるだろう。まず、干渉
についての国家聞の論争において、学説の権威が参照された事例は確か
に存在した。ドヴェルニキ事件における英国の立論は、まさにヴァッテ
ルの学説に依拠するものであった。
しかし同時に明らかになったのは、この事件において既に、少なくと
も干渉については、ヴァッテルの権威は確固としたものではなかったこ
とである。最終的にはヴアツテルのみを援用した英国政府も、準備段階
においては国家実行上の先例や条約の妥当性の有無を検討しており、法
務官の議論からは、学説の権威は、先例や条約に依拠できない場合に初
めて援用されることができるとの理解を窺うことさえ可能であった。
他方で、抗議の相手方であるオーストリア政府は、そもそもヴアツテ
ルの権威自体を疑問視していた。一応ヴアツテルの権威を前提としてい
た回答においても、ヴァッテルの文言を通じて、実質的な根拠はこれま
での実践と条約に基づいていたと解釈することができた。
かくして、 ドヴェルニキ事件は、ヴアツテルの権威に基づく議論とそ
の動揺を同時に示していると見ることが可能である。さらに、その二年
後のベルリン条約をめぐるフランスとオーストリアの論争の検討から
は、当時において、ヴァッテル個人の権威だけでなく、学説の権威に基 
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づく議論様式一般が、すでに廃れつつあったことが窺えた。この論争に
おいては、ヴァッテルはおろか、いかなる学説も援用されていなかっ
た。議論において依拠されているのは、もっぱら諸国の従来の意思表明
や承認、実践であったと言うことができる。
結局、 1830年代の二つの事例からは、ヴァッテルの干渉論が後の国際
法に影響を与えた可能性はあまり高くないと考えることができる。
ヴァッテルの権威自体が自明のもので、なかった。さらに、学説の権威と
いう議論様式そのものが、少なくとも干渉については廃棄されつつあっ
たように思われる。むしろこの時点において既に、国際法上の議論は、
少なくとも第一義的には、国家実行上の先例や条約などの国家の意思表
示や行為に依拠しなければならないという了解が、諸国の間で一般化し
ていたと考えることができた。
また、これら二つの事例でも言及されていたように、干渉の国際法上
の地位をめぐる国家聞の議論は1820年初頭に遡るが、このとき干渉権を
主張した東方列強も、不干渉原則を主張した英国も、学説の権威ではな
く、国家実行上の先例と諸条約に、それぞれの主張の根拠を求めてい
た(7九つまり、干渉についての論争は、最初から先例と条約に基づいて
議論され、 ドヴェルニキ事件では学説が援用されていたが、二年後のベ
ルリン条約においても先例と条約のみが参照されている。ここからは、
ドヴェルニキ事件におけるヴァッテルの援用自体が、当時の干渉につい
ての外交論争の全体の文脈に照らすと、きわめて例外的な事態であった
可能性が浮かび上がる。メッテルニヒによる疑念の表明は、学説の権威
を持ち出す行為が、干渉についての議論の従前の文脈から逸脱すること
を指摘するものと解釈できる。
いずれにせよ、少なくとも干渉論に関しては、ヴァッテルの権威、ひ
いては学説の権威に基づく議論様式自体が、 1830年代初頭というかなり
早い時期に失われつつあったと言うことができ、ヴアツテルの議論は19
世紀以降の実定国際法には受容されなかったというロウの見解が妥当で、
制藤j畢巌「国際法における干渉と『対外事項.IJr千葉大学法学論集』第20
巻 3号 (2005年)、 162-164頁。 
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あると結論付けることができょう(制。その限りにおいて、現代の不干渉
原則を検討する際に、ヴアツテルから説き起こすのは、適当ではない。
むしろ、本稿でもその一端を検討した、 19世紀前半以降の国家実行を、
議論の出発点とするほうが妥当であると考えられる。
第 2項 強制についての一般的法制度としての不干渉原則の起源
本稿の検討からもう一つ窺えたことは、 19世紀前半における外交論争
における「干渉権」ないし「不干渉原則」が、きわめて特定的な意味を
与えられていたということである。ドヴェルニキ事件およびベルリン条
約をめぐる議論からは、当時においてヨ}ロッパの政府間で問題とされ
ていたのは、「革命」ゃ「対内的諸紛争」と呼ばれていた内乱状況にお
いて、他国はどのように行動すべきか、という問題であり、干渉とは、
内乱への非中立的行為を指していたと考えることができる (7ヘこのよう
な不干渉原則概念が、「強制 (coercion，dictatorial interference) J(日)の一般
的禁止として理解される現代国際法上の不干渉原則に比べて、相当に特
殊的ないし限定的な内容を有することは明らかであろう。
同 ボー ラクは、 1803年のルイジアナ割譲条約の締結に際して、米国議会で
の議論でヴァッテルの学説がまったく言及されていないことを指摘してい
る。彼はその理由を、この事案においては、領土拡張がアメリカ合衆国憲
法によって許容されているか否かという合憲性の問題に関心が集中し、国
際法上の有効性については、関心をもたれなかったことに求めている。 
Beaulac，supra n. 18，pp. 1355-1359.しかし、殊に割譲の問題については、
ヴァッテルの権威が既にこの時点で疑問視されていたとの解釈も可能であ
ろう。
同藤淳、前掲論文(註71)、183-188頁。ただし、ドヴェルニキ事件とベルリ
ン条約では、問題とされた行為が同じではない点に注意する必要がある。
前者で英国は、中立法上の要求に反する行為を干渉として批判していた。
後者でフランスは、軍隊の派遣=I武力干渉」を不干渉原則の違反として
問題としていた。つまり両事件の比較は、「不干渉原則Jが禁じる行為が、
中立法に反する行為一般なのか、それとも直接の軍事力の行使に限定され
オーストリアの言う「受動的姿勢Jにあたる行為は禁じられていないのか、
という論点を示唆する。 
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したがって問題は、 19世紀前半においては限定的な内容を持っていた
に過ぎない不干渉原則が、いかにして強制の一般的禁止という包括的な
原則に発展したのかという点にある。
ここで冒頭のロウの議論に戻れば、このような不干渉原則の包括化
も、学説や判例による国際法の体系化と理解できるかもしれない。今後
の展望を交えて言い換えるなら、内乱に関わる限定的な国家実行から強
制に関する国際法の体系への発展には、カーティーの言うところの「法
教義学」としての学説が与って力があったのではないだろうか。一般に
法体系構築の実践的意義は、個々の規範に関しては、体系的解釈およ
同 LCjReports 1986，p. 108，para. 203; Alfred Verdross and Bruno Simma， 
日1Iversel1esVolkerrecht: Theorie仏 Praxis，3.，vollig neubearb. Aufl.，Ber-
lin: Duncker & Humblot，1984，pp. 300-306; Nguyen Quoc Dinh，Patrick 
Daillier et Alain Pellet.Droit internationa1Public. 6e edition entierement 
refondue，Paris: L.G.D.].，1999，pp. 434-440; Knut Ipsen，Volker Epping， 
Horst Fischer，Christian Gloria，W olf Heintschel von Heinegg，und Hans-
Joachim Heintze，Volkerrecht，4.，v品ligneubearb. Aufl.，M白lchen: C.H. 
Beck'sche Verlagsbuchhandlung，1999，pp. 955-962; Thomislav Mitrovic， 
，in Milan Sahovic ed.，"of States~airsA宜 Non-intervention in the Internal “
Principles of Internationa1Law concerning Friendly Relations and Coop-
eration，Belgrade: The Institute of International Politics and Economics， 
1972，pp. 219-275; Bernt Graf zu Dohna，Die Grundprinzipien des Volke.子 
rechts iiber die 企eundschaft1ichenBeziehungen und die Zusammenarbeit 
zwischen den Staaten，Berlin: Dunker & Humblot， 1973，pp. 103-134; 
Olivier Corten et Pierre Klein，Droit dingerence ou obligation de reac-
tion久Bruxelles:Editions Bruylant， 1992，p. 10; Ulrich Beyerlin，“Nichtein-
mischung，" in Ignaz Seidi-Hohenveldern ed.， Volkerrecht，2.，uberarbe-
itete und erweiterte Auflage，Neuwied: Luchterhand，1992，pp. 226-227; 
Thomas Oppermann，“Intervention，"in Rudolf Bernhardt ed.，Encyc1ope-
dia of Public International Law，vol. 2，pp. 1437-1438; Albert Bleckmann， 
V olkerrecht，Baden-Baden: Nomos Verlag.，2001，p. 184 ;山本草二『国際
法[新版Jj有斐閣、 1994年、 214-223頁;金、前掲論文(註 2)、76-77頁。
松田竹男「現代国際法と内政不干渉の原則J(下)r科学と思想j54号(1984
年)、 218-224頁、など。 
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ぴ、体系による欠候補充にあり (7ペ法全体との関連では、法発展におけ
る諸価値の間の矛盾の回避および、欠鉄の確定に資する (76)とされる。干
渉論にこの一般的見解を当てはめるなら、限定的な国家実行からの体系
化により、強制についての国際法の欠鉄を確定し、体系からの法規則の
導出によりこの欠歓を補充するという課題を、「法教義学」としての学
説は自らに課したのではないだろうか。
このような不干渉原則の体系化における法教義学の寄与とその限界(η)
の問題については、特に20世紀初頭以降の干渉についての国際法学説の
展開の検討が必要であろう。
同 Claus-WilhelmCanaris，Systemdenken und Systembegnぜ inder Juris-
prudenz: entwickelt am Beispiel des deutschen Privatrechts，2.，liberarbe-
itete Auflage，Berlin: Duncker & Humblot，1983，pp. 88-97.。6) Ibid.，pp. 97-100. 
付 さらにその際には、法教義学としての学説の機能の限界の問題も合わせ
て検討する必要があろう。本稿で紹介したカーティーやロウのそもそもの
問題関心は、学説や判例、国際組織の決議などで承認されている不干渉原
則と、現実の国家実行の講離をいかに説明するかという点にあったと考え
られる。ロウは、この議離を次のように説明した。学説などによりいった
ん不干渉原則の体系化が試みられると、主権平等原則のような、国際法秩
序の了解をともに構成する他の原則と一貫する不干渉原則の定義が追及さ
れるようになり、「想定されている原則と国家実行の合致よりも、他の諸原
則との首尾一貫性がより重要になる傾向がある。そして、いったん法原則
の首尾一貫した定式化が採用されると、その原則のさらなる推敵は、国家
実行への回帰とそこからの諸規則の推論に基づく実践であるよりもむしろ、
注釈の問題、すなわち従前の『権威的』諸文書の意味と意義の説明の問題
となるJ。かくして、これら定式化された文書は、「国家実行および道徳原
則から切り離される」のであり、「実際には、不干渉原則を掘り崩すように
見える同一の国家実行は、国連決議の起草者たちよりもず、っと洗練された
原則理解を諸国が有していることを示すものと見られるべき」なのである。 
Lowe，supra n. 9，p. 73. 
他方カ}テイ}は、不干渉原則は国家実行とは独立に、むしろ国家実行
を批判するためにヴアツテルの学説によって導入されたとするが、この不
干渉原則は、一般慣習法(generalcustom)を国際法体系の基礎とするその
後の国際法学においても、先験的な命題として維持されたことを示唆して 
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いる。すなわち、慣習法の証拠としての国家実行の検討に際して、不干渉
原則はあらかじめ前提とされており、直接国家実行から干渉についての慣
習法の存在を証明するのではなく、むしろ不干渉原則という先験的な基準
に照らして、個々の国家実行の関連性や意義が評価されるという議論の構
造が存在したとカーティーは捉えているように思われる。つまり、不干渉
原則に適合的な国家実行しか法的意義を認めないという国家実行の取捨選
択が行われ、不干渉原則の法的地位は、国家実行によっては決して反証さ
れない仕組みになっていたと理解されている。 Carty，supra l.3，pp. 95-97. 
ロウは、体系化の過度の追求に、国家実行上の法認識との希離の理由を
求め、カーティーは、実証主義を前提とする「法教義学Jにおいても、過
去の「法学説」的な認識枠組みが存続していることに、国家実行との希離
の原因を見出していると解釈できる。
*本稿は、平成19年度科学研究費補助金・若手研究(B) i不干渉原則の現代的
機能」の成果の一部である。 
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